職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例（概要）

教育総務企画課

教職員室教職員企画課
■改正の理由

国家公務員の退職手当に関する法律が平成２４年１１月に改正されたため、職員の退職手当に関する条例においても同様の改正等、その他所要の改正を行うもの。
■改正の内容
（１）退職手当の調整率の改正
職員の退職手当について、勤続２０年以上３５年以下の自己都合退職以外の退職事由で退職した職員の退職手当の基本額に対して行っている調整について対象職員を全職員とし、調整率を１００分の１０４から１００分の８７へ改正する。
ただし、平成２５年４月１日から平成２５年９月３０日まで１００分の９２と、平成２５年１０月１日より１００分の８７とする経過措置を置く。

（２）５％カットの廃止

　　本府においては現在、退職手当に１００分の９５を乗じて得た額で支給しているが、これを廃止（１００分の１００で支給）する。
（３）その他

　　調整率の改正等に伴う、規定整備。

■施行期日　平成２５年４月１日。ただし、第５条については公布日より施行。
